


 

 

玄海原子力発電所使用済燃料乾式貯蔵施設の設置に係る 

事前了解願いの主な補正内容について 

 

 

  ２０１９年１月２２日付け立コミ本第３８９号をもって事前了解願いを提出した 

「玄海原子力発電所使用済燃料乾式貯蔵施設の設置について（事前了解願い）」

について、以下のとおり補正する。 

 

 

＜主な補正内容＞ 

○ 原子力規制委員会による規則改正等に伴う記載の変更 

  ・原子力規制委員会規則において、貯蔵と輸送を兼用する乾式キャスクを「兼用  

キャスク」と定義されたことに伴い、「乾式貯蔵容器」を「兼用キャスクである  

乾式貯蔵容器」と明記 等 

   

○ 乾式貯蔵容器の定置方法を追記 

・他社での採用実績のあるトラニオン固定方式

※

について追記 

※トラニオン固定方式 

乾式貯蔵容器のトラニオン（乾式貯蔵容器の取扱い時及び輸送時に吊り上げや 

固定等に使用する円筒状の突起）と貯蔵架台を固定装置を用いて固定する方式 

   

○ 使用済燃料の管理運用方針を追記 

  ・「十分に冷却した使用済燃料は、原則として、乾式貯蔵容器の安全機能を維持でき

ることを確認のうえ乾式貯蔵容器に収納し、使用済燃料乾式貯蔵施設へ運搬して

貯蔵する。その後、乾式貯蔵容器を用いて再処理工場へ搬出する。」を追記 

 

 

添付資料：「玄海原子力発電所使用済燃料貯蔵施設の設置について（事前了解願い）」 

     変更前後比較表 

 

参考資料：「玄海原子力発電所使用済燃料乾式貯蔵施設設置の計画の概要」 

（２０２０年９月４日一部補正） 

以 上 

別 紙 



（添付資料） 

「玄海原子力発電所使用済燃料乾式貯蔵施設の設置について（事前了解願い）」変更前後比較表 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力規制委員会による規則

改正等に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（用語を補足） 

 

 

乾式貯蔵容器の定置方法を 

追記 

 

 



「玄海原子力発電所使用済燃料乾式貯蔵施設の設置について（事前了解願い）」変更前後比較表 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理運用方針を追記 

 

 

 



「玄海原子力発電所使用済燃料乾式貯蔵施設の設置について（事前了解願い）」変更前後比較表 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（資料番号の変更） 

 

 

 

記載の適正化 

（資料の追加） 

 

 

 



「玄海原子力発電所使用済燃料乾式貯蔵施設の設置について（事前了解願い）」変更前後比較表 

変更前 変更後 備 考 

 

 

 

 

 

乾式貯蔵容器の定置方法の 

変更 

 

 



「玄海原子力発電所使用済燃料乾式貯蔵施設の設置について（事前了解願い）」変更前後比較表 

変更前 変更後 備 考 

 

－ 

  

 

 

使用済燃料貯蔵対策の全体 

工程を追加 

 



（２０２０年９月４日一部補正） 

玄海原子力発電所使用済燃料乾式貯蔵施設設置の計画の概要 

 

１．設置の目的 

 玄海原子力発電所において、使用済燃料貯蔵設備の貯蔵余裕を確保するため、

現行のプール方式による保管に加え、国内外で実績のある乾式貯蔵施設を発電所

敷地内に設置することで、貯蔵方式の多様化による貯蔵の強化を図る。 

 

２．計画の概要 

冷却に水や電源を必要とせず、空気の自然対流（換気）により冷却を行う  

貯蔵方式である乾式貯蔵施設を、発電所敷地内に設置する。 

（１）乾式貯蔵建屋[添付－１、２] 

乾式貯蔵建屋は、兼用キャスク

※

である乾式貯蔵容器（以下「乾式貯蔵容

器」という。）の受入れ、貯蔵準備を行う取扱エリアと、乾式貯蔵容器を貯

蔵する貯蔵エリアから構成する半地下方式の建屋である。自然対流による空

気循環冷却により乾式貯蔵容器から発生する崩壊熱を適切に除去できる設計

とする。また、乾式貯蔵建屋は、地震に対しても耐えられる設計とする。 

項目 計画 

規模 

・１棟(鉄筋コンクリート構造) 

・約50ｍ×約60ｍ、高さ：約30ｍ 

貯蔵容量 ・乾式貯蔵容器：40基分（使用済燃料 最大960体） 

 ※貯蔵と輸送を兼用することが出来る乾式キャスク 

（２）乾式貯蔵容器[添付－３] 

乾式貯蔵容器は、収納している使用済燃料が放射線を発生し、崩壊熱を  

伴うことを考慮し、除熱機能、密封機能、遮へい機能、臨界防止機能の４つの

安全機能を有した設計であり、使用済燃料を適切に保管する。 

また、乾式貯蔵容器と貯蔵架台を固定装置を用いて固定し、貯蔵架台を基

礎ボルトで基礎に固定する。兼用キャスクとすることで、使用済燃料を輸送

容器に詰め替えることなく発電所外へ搬出することが可能な設計とする。 

項目 計画 

種類 21体収納型 24体収納型 

寸法 高さ：約5.2ｍ、直径：約2.6ｍ 同左 

収

納

燃

料

 

型式 

1号機 

燃料 

2号機 

燃料 

3号機 

燃料 

4号機 

燃料 

3号機 

燃料 

4号機 

燃料 

14×14型 17×17型 17×17型 

ウラン濃縮度 約4.8wt%以下 約4.1wt%以下 約4.1wt%以下 

燃焼度 55,000MWd/t以下 48,000MWd/t以下 48,000MWd/t以下 

冷却年数 15年以上 同左 同左 

 

別 紙 

（参考資料） 



（３）工事時期 

２０２５年度～２０２７年度目途 

 

３．設計にあたっての基本方針 

使用済燃料乾式貯蔵施設設置にあたっては、以下の方針で設計を行う。 

（１）乾式貯蔵容器 

（ａ）除熱機能 

使用済燃料の健全性及び安全機能を有する構成部材の健全性が維持

できるよう、使用済燃料から発生する崩壊熱を適切に除去する設計と

する。 

（ｂ）密封機能 

周辺公衆及び放射線業務従事者に対し、放射線被ばく上の影響を及

ぼすことのないよう、使用済燃料が内包する放射性物質を適切に閉じ

込める設計とする。 

（ｃ）遮へい機能 

周辺公衆及び放射線業務従事者に対し、放射線被ばく上の影響を及

ぼすことのないよう、使用済燃料の放射線を適切に遮へいする設計と

する。 

（ｄ）臨界防止機能 

想定されるいかなる場合にも、使用済燃料が臨界に達することを 

防止する設計とする。 

 

 （２）乾式貯蔵建屋 

地震による建屋の損傷により、乾式貯蔵容器の安全機能を損なわない設計

とする。 

 

４．作業管理 

   使用済燃料乾式貯蔵施設の設置工事は、約６年間通年で安全に工事を実施 

する予定であり、適切な作業管理を行うとともに、運転機器への影響を確認  

のうえ作業を行う。また、大型の重量機器を扱う工事であるため、作業環  

境に対しても十分配慮する。 

 

５．使用済燃料の管理運用方針 

   十分に冷却した使用済燃料は、原則として、乾式貯蔵容器の安全機能を維

持できることを確認のうえ乾式貯蔵容器に収納し、使用済燃料乾式貯蔵施設

へ運搬して貯蔵する。その後、乾式貯蔵容器を用いて再処理工場へ搬出する。 

 

 

 

 

 



６．添付資料 

  添付－１ 発電所全体配置図（使用済燃料乾式貯蔵施設位置） 

  添付－２ 乾式貯蔵建屋概要図 

  添付－３ 乾式貯蔵容器概要図 

  添付－４ 玄海原子力発電所使用済燃料乾式貯蔵施設の設置に伴う設計確認

結果 

  添付－５ 玄海原子力発電所 使用済燃料貯蔵対策の全体工程 
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乾式貯蔵建屋概要図 

鳥瞰図（イメージ） 

一部断面図（イメージ） 

乾式貯蔵建屋（鉄筋コンクリート構造） 

乾式貯蔵容器貯蔵基数 40 基 

使用済燃料保管体数 最大 960 体 
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取扱エリア 
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天井クレーン 

乾式貯蔵容器 



 
 

乾式貯蔵容器概要図 
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固定装置 
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基礎 

乾式貯蔵容器（輸送･貯蔵兼用） 
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14×14型 17×17型 17×17型 

ウラン濃縮度 約4.8wt%以下 約4.1wt%以下 約4.1wt%以下 

燃焼度 55,000MWd/t以下 48,000MWd/t以下 48,000MWd/t以下 

 

約5.2m 

添付－３ 

約 2.6m 
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